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ベネズエラ経済（2014 年 12 月）

１ 経済の概要

（１）政府の各種政策・統計

●ベネズエラ中央銀行による２０１４年の総括によると，１１月末時点における直近１

２ヶ月の累積インフレ率は，６３.６％，７月～９月のGDP成長率はマイナス２.３％，

貿易収支は，輸出が１９０.５７億米ドル，輸入が１２２.４６億米ドルの６８.１１億

米ドルの黒字となった。

●マドゥーロ大統領は，大統領授権法を通じて，外貨準備高にダイヤモンドをはじめと

した宝石，外債，各種預金，中国元等の算入を可能とするように中銀法を改正した。

（２）政府予算・財政

●２０１５年度国家予算が国会の第２審議において，第１審議のとおり，通常予算が７,

４１７億ボリバル，借款法が１,４３７.９億ボリバルにてそれぞれ通過した。

（３）石油・天然ガス産業

●チャコン電力大臣は，火力発電の燃料をディーゼルからガスへ転換し，年間５０億米

ドルコストを削減する計画を発表した。

（４）自動車産業

●１～１１月の自動車生産台数，国内生産車及び輸入車の国内販売台数は，それぞれ前

年同期比７８.６％減の１５,０１２台，７４.２％減の１８,００２台及び９８.３％減

の４３１台となった。

（５）その他産業

●ベネズエラ工業連盟（Conindustria）は，業界全体が抱える外貨未清算額は，総額１

００～１０３億米ドル，製造業界における２０１４年 GDP 成長率は，マイナス１０％に

達する旨発表した。

●セメント業界大手のスイスHolcimは，ベネズエラ政府による２００８年の国有化にか

かる賠償金に関し，２０１４年９月１０日が支払期日の最終ポーション，９,７５０万

米ドルの支払いが完了した旨発表した。

（６）外貨発給状況

●２０１４年１１月２８日時点の航空業界の外貨発給申請額，発給額は，それぞれ９億

７,４６０万米ドル，７億７,７５６万米ドルとなった。
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２ 経済の主な動き

（１） 政府等の各種政策・統計

ア ベネズエラ中央銀行（BCV）による２０１４年の総括

  ベネズエラ中央銀行（BCV）は，２０１４年経済の総括を以下のとおり発表した。

●インフレ率

・１１月末の直近１２ヶ月の累積インフレ率は，６３.６％となった。

・９～１１月の単月インフレ率は，それぞれ４.８％，５.０％，４.７％となった。

・消費者物価指数を測定する際の物品は，２０１３年６月に３５８品目（財２７７品目

及びサービス８１品目）に修正され，また，構成品目も購入優先度に応じて変更がなさ

れている。

・２０１４年初以降，ベネズエラ政府は，生産，物流，卸売り等の活動における「経済

戦争」に対し，対策を講じているが，国民の本質的な需要への対応に障害が生じている。

●２０１４年第３四半期（７－９月）のGDP成長率

・全体では，▲２.３％となった。なお，２０１３年第４四半期～２０１４年第２四半期

の成長率は，それぞれ１.０％，▲４.８％，▲４.９％であった。

・政府のサービス生産の成長率は，２.１％となった。なお，２０１３年第４四半期～２

０１４年第２四半期の同成長率は，それぞれ３.４％，１.４％，１.６％であった。

・製造分野及び商業分野における成長率は，それぞれ▲４.４％，▲９.５％となった。

●２０１４年第３四半期の国際収支

・貿易収支は，輸出が１９０.５７億米ドル，輸入が１２２.４６億米ドルの６８.１１億

米ドルの黒字となった。

・経常収支は，８.９９億米ドルとなった。なお，外貨準備高は，２０８.９億米ドルと

なった。

・資本収支は，前年同期の４０.３１億米ドルの赤字から５.６８億米ドルの赤字へ減少

した。

●社会的指数

・２０１４年１２月の最低賃金は４,８８９.１０ボリバル，法律で定められている食糧

チケットの最低支給額は２,０２７ボリバルであった。食糧バスケットは，５,７４１ボ

リバルであった。

・２０１４年６月末の極貧率は，前年同月の５.５％から５.４％となった。

・２０１４年１１月末の失業率は，前年同月の６.６％から５.９％となった。なお，２

０１４年９月末の若年層（１５～２４歳）の失業率は，前年同月の１６.６％から１４.

１％となった。

（30 日付 BCV ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）

●失業率

   ・１０月の失業率
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   国家統計局（INE）によると，１０月の失業率は，前年同月の７.６％から６.４％へ

低下した。就業人口におけるフォーマル及びインフォーマル・セクター従事者は，そ

れぞれ５９.７％，４０.３％であった。

   なお，１５～２４歳の若年層の失業率は，１２.１％であった。

（19日，24日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

イ 経済指標（見通し）

  ●国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会によるGDP成長率見通し

  国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会は，２０１４年及び２０１５年のベネズエラ

のGDP成長率をそれぞれマイナス３.０％，マイナス１.０％とする見通しを発表した。

（3日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●Barclays Capitalによる見通し

  ・２０１５年の為替見通しとして，SICAD１は１米ドル＝１２ボリバルから１米ドル＝

２０ボリバルへ，SICAD２は１米ドル＝５０ボリバルから１米ドル＝９０ボリバルへ切

り下がる分析を発表した。

（4日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ・A.Grisanti氏は，エル・ウニベルサル紙インタビューに対して，２０１４年の公的

支出はGDP比４７％に達し，２０１５年のGDP予測は，マイナス６～７％となる旨述べ

た。また，国家開発基金（FONDEN）向け外貨拠出は，２０１３年に９９億米ドルであ

ったが，２０１４年は６.７億米ドルとなる分析結果を発表した。

（8日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●エコアナリティカによる見通し

  エコアナリティカは，２０１４年のGDP成長率をマイナス４％，インフレ率を７２.８％，

２０１５年のGDP成長率をマイナス２.９％～マイナス４.６％，インフレ率を１２０％と

する見通しを発表した。

（26日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

ウ 各種政策・規制・規則

  ●観光基本法の改正

  政府は，国内の島への外国人観光客の観光費用を米ドル建てで徴収可能とすべく観光

基本法の改正を検討している。

（1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●最低賃金引上げの発効

  官報第４０５４２号により公布された最低賃金の引上げが１２月１日から発効となり，

４,２５１.４０ボリバルから４,８９９.１１ボリバルとなった。

（1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙）
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  ●ベネズエラ中央銀行の資産差押え除外規定

  マドゥーロ大統領は，大統領授権法により，臨時官報６１５４号通じて，ベネズエラ

中央銀行の資産は差押えの対象外とする旨公布した。

（3日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●マクロ経済安定化基金の廃止

  政府は，マクロ経済安定化基金に関する規程を廃止する旨発表した。

（3日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●中銀法の改正

  マドゥーロ大統領は，大統領授権法を通じて，外貨準備高にダイヤモンドをはじめと

した宝石，外債，各種預金，中国元等の算入を可能とするように中銀法を改正した。

（5日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

    ●タチラ州における経済特区構想

  ホセ・ビエルマ・モラ・タチラ州知事は，コロンビアとの国境に２７９.４㎢の敷地を

用意し，経済特区を設ける構想を述べた。なお，同区は，２６,０００人の雇用を創出し，

法人所得減税の措置が講じられることとなる。

（9日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

  ●港湾料金法の一部改正

  臨時官報第６１５０号は，港湾料金を，国際標準に沿った米ドル建て料金体系にて，

為替取決で定められた為替レートにより換算されたボリバルでの支払いへ改正する旨公

布した。なお，港湾業者は，２営業稼働日以内に徴収した米ドルをベネズエラ中央銀行

に売却する義務を有する。

（11月18日付臨時官報第6150号，10日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●コロンビアとの国境封鎖措置の延長

  官報第４０５６１号は，コロンビアとの国境封鎖措置を延長し，一般市民は２２:００

から５:００まで，物流業者は１８:００から５:００まで国境の移動を禁止する旨公布し

た。

（12日付官報第40561号）

  ●メトロ・鉄道料金の引上げ

  エル・トゥルディ陸上輸送・公共事業大臣は，１２月２７日からメトロ及び鉄道料金

を１.５ボリバルから４.０ボリバルへ引上げる旨発表した。

（16日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

●為替取決第３２号

臨時官報第６１６７号は，為替取決第３２号を公布した。

（30日付臨時官報第６１６７号）

●不当解雇禁止令の延長

  ３１日，マドゥーロ大統領は，２００６年から継続している不当解雇禁止令を１年間
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延長する旨発表した。

（30日付臨時官報６１６８号）

エ 組織・人事

●食糧安全保障担当副大統領の交替

ヒル食糧安全保障担当副大統領に代わり，カルロス・オソリオ大統領府大臣が同副大

統領の職に任命された。

（23日付官報第40568号）

●外務大臣の交替

  マドゥーロ大統領は，自身のツイッターを通じて，ラミーレス外務大臣を国連代表部

大使へ，新外務大臣にロドリゲス前通信情報大臣を任命する旨発表した。

（27日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙）

●政治主権担当副大統領の交替

ラミーレス政治主権担当副大統領に代わり，カルメン・テレサ・メレンデス政治主権・

安全保障・平和担当（政治主権担当から改名）副大統領（兼内務司法大臣）が，任命さ

れた。

（29 日付官報第 40570 号）

オ 貿易統計

●対米貿易

米国商務省によると，１０月のベネズエラからの輸入は２６.１６億米ドル，ベネズエ

ラへの輸出は１２.７億米ドルとなり，１～１０月のベネズエラからの輸入額は，前年同

期比０.９％減となる２６５.７２億米ドル，ベネズエラへの輸出額は１８.６％減となる

９１.０１億米ドルとなった。この結果，同期間の対ベネズエラ貿易収支は，１７４.７

１億米ドルの赤字となった。

（8日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

カ 政府ミッションの進捗

  ●住宅ミッション

  住宅・環境省は，１月～１１月の住宅建設戸数が前年同期２６％減となる１０６,３７

８戸となった旨発表した。

（19日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  

キ 対外関係

  ●マルコ経済・財務・公共銀行大臣による外国訪問

マルコ経済・財務・公共銀行大臣を団長とした一行は，二国間関係の強化・見直しを
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図るべく，中国，イラン，ロシアを訪問した。

アスドゥルバル・チャベス石油鉱業大臣は，マルコ経済・財務・公共銀行大臣ととも

に，PDVSAと中国石油天然気（CNPC）との間の合意事項をフォローアップするべく，周吉

平（Zhou Jiping）CNPC総経理との会合した。

（9日付経済・財務・公共銀行省ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）

  ●中国と電灯・LED照明組立・製造等の合弁会社設立の合意

  ベネズエラと中国は，ベネズエラ経済特区において，電灯及びLED照明の組立・製造等

を行う合弁会社を設立することで合意した。

（9日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●対ロシア関係

  ロゴージン・ロシア連邦政府副首相は，カラカスにおいて，ラミーレス外務大臣と会

談氏，ベネズエラとの間で２５５の協定の合意に至り，５７のプロジェクトを実行済み

である，２０１３年の貿易額は約２４億米ドルとなり，ラ米で２番目の規模である旨述

べた。

（16日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

ク 要人発言

  ●マドゥーロ大統領による為替取決に関する発言

  マドゥーロ大統領は，為替取決の改正を通じて，補完的外貨取引市場の導入及びSICAD

２の改善していく意向を発表した。

（3日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

  ●中国への融資返済に対するブランキージャ島の利用の否定

  マドゥーロ大統領は，中国からの融資の返済にブランキージャ島を利用するとの報道

をベネズエラに対するキャンペーンであるとし，否定した。

（14日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

ケ その他

  ●MICROSCOPIO GLOBAL２０１４

  MICROSCOPIO GLOBAL２０１４によれば，マイクロファイナンスを１２の指標で評価し

た結果，ベネズエラは全５５ヶ国中４９位となった。

（12-19 日付ｷﾝﾄ・ﾃﾞｨｱ紙）

  ●フィッチ・トレーディングによる IDR 格付け引下げ

  フィッチ・トレーディングは，ベネズエラ長期発行体の格付けを「B」から「CCC」へ

引下げた。

（19 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）
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（２）政府予算・財政

ア 予算

●２０１５年度国家予算

・２０１５年度国家予算が国会の第２審議において，第１審議のとおり，通常予算が

７,４１７億ボリバル，借款法が１,４３７.９億ボリバルにてそれぞれ通過した。

（10日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

・２０１５年度国家予算に占める税収（SENIAT管轄）の割合は，前年度比１１.４％増

となる６８.８％となった。

（15日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

イ  税収

●１１月の徴税額

租税監督庁（SENIAT）は，１１月の徴税額が，当初予算の２７７.１億ボリバルから１

８６％増となる５１５.２億ボリバルとなった旨発表した。

なお，カベージョSENIAT長官は，１～１１月の徴税額が，当初予算の２,８４９.３億

ボリバルから１４５％増となる４,１４０.７億ボリバルとなった旨発表した。

（3日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

●２０１４年の徴税額

租税監督庁（SENIAT）は，２０１４年の徴税額が，４,７５６.２５億ボリバルとなっ

た旨発表した。

（2015年1月7日付SENIATﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ）

ウ 追加予算

１２月の国会（財務・経済開発委員会）による追加予算の承認額は，６１５.７２億ボ

リバルとなった。

（2日，9日，16日，18日，23日，29日付官報第40553号，6157号，40563号，40565号，40568

号，40570号）

なお，２０１４年の追加予算の承認額は，２７９件，５,６６０億ボリバルに達した。

（18日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

エ 公的債務

●政府の債務残高の対GDP比

  エコアナリティカ社によると，２０１４年の政府の債務残高の対GDP比は，１９.６％

となる見通しとなった。

（2日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）
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オ 財政支出

  ●歳出の対GDP比

  エコアナリティカ社の分析によると，２０１４年の歳出の対GDP比は，２０１０年の３

０.７％から４７.９％へ増加した。

（2日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

  ●贅沢的歳出の削減

  マドゥーロ大統領は，２０％の贅沢的歳出を削減し，政府債務の対GDP比を政府予算の

１８％から３～４％に改善する意向を発表した。

（3日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

カ ベネズエラ中央銀行（BCV）による国営企業財政支援額

ベネズエラ中央銀行（BCV）によると，１１月２１日時点のBCVによるPDVSA向けの財政

支援額は，６,４３０億ボリバルとなった。

（4日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

キ その他

●原油価格による新規の外貨需要シナリオ

バンク・オブ・アメリカは，原油価格（WTI）が１バレル７０米ドル，５０米ドルで推

移した場合，ベネズエラ政府は，それぞれ，２４８億米ドル，３５４億米ドルの新規外

貨の調達を必要とする分析結果を発表した。

（5-12日付ｷﾝﾄ・ﾃﾞｨｱ紙）

  ●原油価格による外貨収入見通し

エコアナリティカは，原油価格（WTI）が１バレル６０米ドル，５０米ドルで推移した

場合，２０１５年の外貨収入はそれぞれ，前年比１７８.２５億米ドル，２３５.７５億

米ドルの減少となる分析結果を発表した。

（15日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

（３）石油・天然ガス産業

ア プロジェクト動向

●Petromacareo 社の初期生産への注力

PDVSA のプレスリリースは，PDVSA と Petrovietnam 社は，両社が資本参加している

Petromacareo 社に対し，２０１５―２０１６年に初期生産として，日量５万バレルの生

産が可能となるように注力していくことで合意したと発表した。なお，PDVSA は，将来的

に Petromacareo 社を通じて，将来的に API8.5°の超重質油を日量２０万バレル生産する

ことを計画している。

（11 日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）
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イ その他

  ●CITGO 売却動向

  ・Conoco Phillips 社は，ベネズエラ政府に対して，テキサス州法に従い，CITGO 売却

の理由について説明するように要請した旨発表した。

（4 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

  ・ロイター通信によると，Marathon Petroleum Corp，Valero Energy ，Corp，

HollyFrontier Corp及び TPG Capital LPと Riverstone Holdings LLCのコンソー  シ

アムが CITGO 購入の意思を示している旨報じた。なお，いくつかの企業からは，１０

０億米ドル以上の購入金額が伝えられている。

（17 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

  ●火力発電の燃料転換

  チャコン電力大臣は，火力発電の燃料をディーゼルからガスへ転換し，年間５０億米

ドルコストを削減する計画を発表した。

（10 日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

（４）自動車産業

ア 生産・組立/販売台数

ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の１１月の自動車生産台数が，前

年同月の４,７０３台に比し，３６.２％減の３,００２台に止まった旨発表した。

他方，１１月の国内生産車，輸入車の国内販売台数は，前年同月比で，それぞれ，４

７.５％減の２,７５２台，９３.９％減の４１台となった。

この結果，１－１１月の自動車生産台数，国内生産車及び輸入車の国内販売台数は，

それぞれ，前年同期比７８.６％減の１５,０１２台，７４.２％減の１８,００２台及び

９８.３％減の４３１台となった。

（5 日付 CAVENEZ 発表）

イ  中国・東風汽車の組立・生産台数

ベネズエラ自動車会議所（CAVENZ）によると，１１月の中国・東風汽車（Civetchi）

の組立・生産台数が１７９台，１～１１月の同累計台数が３,１９９台となった。

（9 日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

ウ １月～１０月の二輪車生産台数

  １月～１０月の二輪車生産台数は，前年同期の４４７,０００台から３５％減となる１

５６,０００台となった。

（22 日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）
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（５）その他

ア 製造業界

  ベネズエラ工業連盟（Conindustria）は，製造業界が抱える外貨未清算額は，総額１

００～１０３億米ドル，同業界における２０１４年 GDP 成長率は，マイナス１０％に達

する旨発表した。

（17 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

イ 鉄鋼

  Loma de Niquel社によるニッケル生産が再開され，１月～１０月の生産量が２,７００

トンに達した。なお，２０１１年，２０１２年の同生産量はそれぞれ，１４,０００トン，

８,０００トンであった。

（19日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

ウ 鉄道

  １０月，日本製のカラカス近郊鉄道の増備車両１３編成５２両のうち，２編成８両が

プエルト・カベージョ港に到着し，１２月１日，営業運転を開始した。エル・トゥルデ

ィ陸上輸送・公共事業大臣は，現在，カラカス近郊鉄道の１日の乗降客数は１４万２，

０００人であるが，今般の増備車両（２編成８両の座席数は８７２席）の投入により，

混雑が緩和され，到着時間も短縮できる旨述べた。

（1日，2日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

エ セメント

  セメント業界大手のスイスHolcimは，ベネズエラ政府による２００８年の国有化にか

かる賠償金に関し，２０１４年９月１０日が支払期日の最終ポーション，９,７５０万米

ドルの支払いが完了した旨発表した。なお，賠償金総額は，５億５,２００万米ドルであ

った。

（2日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

オ 電力

●アンデス開発公社（CAF）による融資

アンデス開発公社（CAF）は，スリア州マラカイボ湖の４００kVの電力供給・発電プロ

ジェクト向けに，２億米ドルの融資を行う旨発表した。

（8日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

●送電網の近代化入札結果

チャコン電力大臣は，７６５kVの送電網の近代化に向けた入札で，スイスABBが落札し

た旨述べた。



11

（9日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙）

カ 通信

フェルナンデス大学教育・科学技術大臣は，４Gの普及について，９.８２億ボリバル

の投資を行い，２,０００万人に裨益効果をもたらす計画を発表した。

（9日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

キ 航空

●国際航空運送協会（IATA）による外貨発給要請

トニー・タイラー国際航空運送協会（IATA）事務総長は，ベネズエラ政府に対し，航

空業界全２４社へ総額３６億米ドルの外貨発給を行うよう要請した旨発表した。

（11日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

  ●外貨未清算に対する政府回答予定

  航空業界関係筋によると，ベネズエラ政府は２０１５年１月１５日までに航空業界に

対して，外貨未清算に対する回答を行う旨述べた。

（16日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

ク カカオ

  ベネズエラ・カカオ商工会議所によると，２０１４年のカカオ生産量は，２０１１年

及び２０１２年比で９％増となる約１７,０００トンとなり，そのうち約７,０００トン

の２,５２０万米ドルが，日本，韓国，マレーシア，シンガポール等をはじめとした輸出

に向けである旨発表した。

（17日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）

（６）外貨の発給状況

ア 航空業界向け外貨発給遅延額

  航空業界関係者は，１１月２８日時点の業界の外貨発給遅延額は，３４億８,１００万

米ドルとなった旨明かした。なお，２０１４年の外貨発給申請額，発給額は，それぞれ

９億７,４６０万米ドル，７億７,７５６万米ドルとなった。

（1日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，3日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）

イ ２０１５年外貨計画（Plan de Divisas）登録期限の延長

  CENCOEXは，２０１５年外貨計画（Plan de Divisas）の登録期限を１２月３０日まで

延長する旨発表した。

（17日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙）


